
山形県農林水産部農業経営・所得向上推進課

令和４年１月

農業経営の改善・発展に！

相談窓口

村山総合支庁 農業振興課 山形市鉄砲町２－１９－６８ 023-621-8397
農業技術普及課 〃 023-621-8277
西村山農業技術普及課 寒河江市大字西根字石川西355    0237-86-8215
北村山農業技術普及課 村山市楯岡笛田4-5-1                 0237-47-8630

最上総合支庁 農業振興課 新庄市金沢字大道上2034            0233-29-1320
農業技術普及課 〃 0233-29-1326

置賜総合支庁 農業振興課 米沢市金池7-1-50                     0238-26-6049 
農業技術普及課 高畠町大字福沢160 0238-57-3411
西置賜農業技術普及課 長井市高野町2-3-1                    0238-88-8213

庄内総合支庁 農業振興課 三川町大字横山字袖東19-1          0235-66-5498
農業技術普及課 鶴岡市藤島字山ノ前51 0235-64-2103
酒田農業技術普及課 酒田市若浜町1-40 0234-22-6521

本庁 農林水産部 山形市松波2-8-1                       023-630-3088
農業経営・所得向上推進課
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1 建物構築物資金 ○ ○ ○ 認定農業者 個人０．３０% １５年以内 農協
2 農機具等資金 ○ 共同０．３０% 酪農協
3 果樹等植栽育成資金 ○ ○ 認定就農者 ＜認定農業者以外＞ 銀行
4 家畜購入資金 ○ ・認定新規就農者 （据置３年以内） 信用金庫
5 家畜育成資金 ○ 　(※1） ＜認定農業者＞ ＜認定農業者＞
6 小土地改良資金（事業費1,800万円以内） ○ ０．１６～０．３０% （据置７年以内）
7 農村環境整備資金 ○ その他の担い手 　　　　　　　　　　認定就農者

8 農村給排水施設資金 ○ 　 　　　　　　　　・認定新規就農者

特定農家住宅資金 ○ 農業協同組合等 １７年以内

内水面養殖施設資金 ○ 貸付当初5年間無利子 （据置５年以内）
9 長期運転資金 ○ ○ ○ 県負担で6～10年目無利子化

農林漁業天災対策資金 農協
（令和３年４月からの降霜及び降雹対策資金） ○ 無利子～０．８０％ ３～６年（据置期間なし） 銀行
貸付期間：令和４年３月３１日まで ※実際の利率は融資機関ごとに異なります 信用金庫

②果樹等の樹体被害による損失額３０％以上

災害・経営安定対策資金 米の生産者であり、令和３年産米の「生産の 無利子～０．７５％ １年以内（据置なし） 農協
（令和３年の米価下落対策資金） ○ 目安」に協力している者 ※実際の利率は融資機関ごとに異なります 銀行
貸付期間：令和４年３月３１日まで 信用金庫

３,７００万円
青年等就農資金 認定新規就農者 （特認１億円） 無利子 １７年以内

 （新規就農を支援する資金） （※1） （据置５年以内）

農業経営基盤強化資金（スーパーL資金) 認定農業者 ０．１６～０．３０% ２５年以内

 （負債整理の場合は制度資金以外が対象） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （据置１０年以内）

（特認３０億円（※２））
　　　　　　貸付当初5年間無利子

　　　　　　県負担で6～10年目無利子化

０．３０% ２５年以内
１　前向き投資 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （据置３～１０年以内）

２　再建整備資金の対象となる
    負債の借換え

３　償還円滑化資金の対象となる
    負債の借換え

１　新たな農業部門の経営の開始 エコファーマー 無利子 １２年以内
２　新たな加工事業の経営の開始 （据置５年以内）
３　農畜産物・加工品の新たな生 六次産業化法の認定
　　産方式の導入 を受けた農業者等
４　農畜産物・加工品の新たな販

　　売方式の導入

セーフティネット資金 農業者 ０．１６％～０．１７％ １０年以内
（農林漁業経営の安定のための資金） （据置３年以内）

農業経営改善促進資金（スーパーS資金) 認定農業者 １．２０％ １年以内 農協
 （農業経営改善のための短期運転資金） 銀行

農業経営負担軽減支援資金 １０年（特認１５年）以内 農協・酪農協
 （農業経営改善のための既往債務の借換資金） （据置３年以内） 銀行

信用金庫

※1  市町村の農業経営基盤強化促進基本構想策定後に、市町村から青年等就農計画の認定を受けた個人・法人。
※2　民間金融機関との協調融資の状況に応じる。
※3　実質化された人・農地プラン等に地域の中心となる経営体として位置付けられることが確実との市町村の証明を受けた者を含む。
○この表は原則的な事例を掲載したものです。資金使途、資金種類により条件が異なりますので、詳細は取扱融資機関等へお問い合わせください。
○認定新規就農者及び認定農業者の認定は市町村で行っています。

［機関保証あり］

無担保・無保証人
による保証（★）

※被害程度によって異なります
無担保・無保証人
による保証（★）

※県が保証料を補助し無償化

①　貸付対象が生産している米の出荷量×１,９００円/６０kg

①農作物等の減収量３０％以上、かつ、減収
による損失額が平年農業総収入の１０％以上

次の①又は②のうちいずれか少ない額

②　５００万円

次の①又は②のうちいずれか少ない額

（法人）　２,５００万円又は損失額の５５％のうち少ない額

災
害
関
係
資
金

［機関保証あり］
果樹栽培者（果樹収入が５割以上）
（個人）　５００万円又は損失額の５５％のうち少ない額

一般農業者（果樹収入が５割未満）

（個人）　２００万円又は損失額の４５％のうち少ない額

（法人）　２,０００万円又は損失額の４５％のうち少ない額

○

○

法人   １億５千万円

計画期間中の
支払金額の合計

○

○ ○○ ○ ○

個人   １億５千万円

○ ○ ○ ○ ○

６００万円
（一定要件を満たすものは経営規模に応じて増額可能）

個人　　   ５００万円

個人    １,０００万円
法人　  ４,０００万円

特認１,７５０万円

借入金の償還が
困難となっている農業者

営農負債の残高

○

融資率         ８０％

○

（５.０％以下の
制度資金を除く）

認定農業者以外の担い手
法人　  　 　  ５億円

個人    ５,０００万円

○

法人　　２,０００万円

＜一般農業者＞

農  地 そ の 他購入・育成施設・農機具

○

○ ○○ ○ ○
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個人 １,８００万円まで
法人 　　　 ２億円まで

融資率　　　１００％

○

特定 ２,５００万円

○○

融資機関返済期間
（据置期間）

貸付利率
（Ｒ４．１．２０現在）

㈱日本政策
金融公庫

及び
公庫受託
金融機関

（農協・銀行・信
用金庫等）

＜認定農業者＞

無利子
融資機関
引下げ後

実質無担保・無保証人による保証

[機関保証あり]
必要に応じて

担保・保証人を徴求

機関保証なし
（直貸）

必要に応じて
担保・保証人を徴求

  　　　　　実質化プランの地域の
  　　　　　中心経営体（※３）
  　　　　　農地中間管理機構から
  　　　　　農用地等を借り受けた者

対象者

個人　    ３億円

法人 　１０億円

貸付限度額等

個人　　１,８００万円
　　　　　（特認２億円）
法人　　　　   ２億円

就農施設等資金の
貸付残高と通算

以下のいずれかの被害があると市町村の認
定を受けた農業者

融資率　　　 　８０％

無担保・無保証人
による保証（★）

     債権保全措置
 　農業信用基金協会の機関保証、
　担保・ 保証人

法人７，２００万円以内

個人３，６００万円以内
＜認定農業者＞

法人６，０００万円以内
個人３，０００万円以内

[機関保証あり]

無担保・無保証人
による保証（★）

[機関保証あり]

＜認定農業者以外＞

　　　　　　　　　　　　　　 （特認６億円）

　　　  実質化プランの地域の
  　　　中心経営体（※３）
  　　　農地中間管理機構から
  　　　農用地等を借り受けた者


